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 耐震改修促進  

 

１ 耐震改修促進計画 

 平成７年(1995年)１月の阪神・淡路大震災を契機として、同年12月に「建築物の耐震改修の促

進に関する法律」が施行されたのを受け、平成９年度(1997年度)に、「吹田市既存建築物耐震改

修実施計画」を策定した。 

 平成18年(2006年)に同法律が改正され、平成19年度(2007年度)に「吹田市耐震改修促進計画」

を策定し、建築物の耐震化目標を定め、耐震化促進を図ってきた。 

 平成25年(2013年)に同法律が改正され、平成28年度(2016年度)に「住宅建築物耐震化計画(吹田

市耐震改修促進計画)」を策定し、耐震化目標を多数の者が利用する建築物のうち、耐震化の重要

性が高く、耐震診断が義務付けられている大規模建築物については、令和7年度(2025年度)までに

おおむね解消、住宅については令和７年度(2025年度)までに95％と定め、耐震化促進を進めてい

る。 

 

２ 既存民間建築物の耐震診断・設計・改修補助 

 平成９年度(1997年度)に策定した「吹田市既存建築物耐震改修促進実施計画」に基づき、特定

建築物等の所有者・管理者に対し、耐震診断・改修の計画実施の概要調査を行い、「吹田市既存

民間建築物耐震診断補助金交付要綱」（令和２年度(2020年度)から「吹田市既存民間建築物耐震

診断補助金交付要領」）を制定し、平成10年度(1998年度）から耐震診断費用の補助を行っている。

また、既存民間木造住宅については、平成21年度(2009年度)から「吹田市既存民間木造住宅耐震

改修補助金交付要綱」（令和３年度(2021年度)から「吹田市既存民間木造住宅耐震改修補助金交

付要領」）により耐震改修費用の補助を、平成24年度（2012年度）には「吹田市既存民間木造住

宅耐震設計補助金交付要綱」（令和３年度(2021年度)から「吹田市既存民間木造住宅耐震設計補

助金交付要領」）を新設し、耐震設計費用の補助を行い、耐震診断・設計・改修費用の補助を行

っている。 

既存民間建築物耐震診断補助金交付状況（木造・非木造） 

年度 
区分 

令和元(2019) 令和２(2020) 令和３(2021) 

  戸  数 (件数) 56(55) 25(18) 69(36) 

    金  額（円） 2,474,000 996,000 2,789,000 

 

既存民間木造住宅耐震設計補助金交付状況 

年度 
区分 

令和元(2019) 令和２(2020) 令和３(2021) 

  戸  数 (件数) 18(18) 11(11) 9(9) 

    金  額（円） 1,756,000 1,100,000 900,000 

 


















